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『 森 林 ・ 林 業 統 計 要 覧 』 は 、 我 が 国 の 森 林 ・ 林 業 ・ 木 材 産

業 の 現 状 を 概 観 で き る よ う 、 農 林 水 産 省 及 び 関 係 府 省 で 公 表

し て い る 統 計 、 各 種 団 体 等 が 作 成 し て い る 統 計 並 び に 主 要 な

国 際 統 計 に 加 え 、 林 野 庁 各 課 で 作 成 し て い る 業 務 資 料 を 幅 広

く 収 集 し た も の で す 。

ま た 、 本 書 は 昭 和 ４ 年 に 第 １ 次 山 林 要 覧 と し て 創 刊 さ れ て

以 来 、 90年 以 上 に わ た る 長 い 歴 史 を 有 し て い る こ と か ら 、 そ

の 編 集 に 当 た っ て は 、 統 計 の 継 続 性 を 図 る と と も に 最 新 の デ

ー タ を 収 録 す る こ と に 努 め ま し た 。

本 書 が 、 森 林 ・ 林 業 ・ 木 材 産 業 に 関 心 を 持 た れ る 方 々 に 広

く 利 用 い た だ け れ ば 幸 い で す 。

終 わ り に 、 本 書 の 刊 行 に 当 た り 御 協 力 い た だ い た 皆 様 に 、

深 く 感 謝 の 意 を 表 す る 次 第 で す 。

令 和 元 年 ９ 月

林 野 庁 企 画 課 長

河 南 健
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利 用 者 の た め に

１ 本書は、農林水産省統計部、その他の官庁、国際機関、関係団体などが実施、公表している

森林・林業の関連統計並びに林野庁の業務資料を編集したものである。

２ 表中の記号で「－」は事実のないもの、「･･･」は事実不詳又は調査を欠くもの、「０」は数が

掲載単位に満たないもの、「Ｘ」は個人等の秘密の保護のため統計数値を公表しないものである。

３ 表中において、総数と内訳の計が一致しないものは、単位未満の四捨五入によるものである。

４ 木材需要量、木材供給量においては、製材品、合板、木材パルプ、木材チップ等の木材製品

を丸太材積に換算しており、この際は下表の換算率を用いている。

５ 周期年での調査については、一定期間は掲載することとした。

６ 本書に関する問い合わせ先は、下記のとおり。

林野庁 企画課 統計調査班 〔電話（代表）03－3502－8111 内線（6061）〕

単位 丸太換算率 単位 丸太換算率

針 葉 樹 ｍ3 63.7％ ｍ3 100％

広 葉 樹 ｍ3 54.8％ ｍ3 100％

ｍ3 61.8％ ｍ3 60％

ｍ3 61.8％ ｍ3 60％

ｍ3 40.9％ ｍ2 100m2=7.92ｍ3

溶解パルプ ｔ １ｔ=3.3ｍ3 針 葉 樹 ｍ3 60％

製紙パルプ ｔ １ｔ=3.3ｍ3 広 葉 樹 ｍ3 50％

針 葉 樹 ｔ １ｔ=2.2ｍ3 ｍ3 50％

広 葉 樹 ｔ １ｔ=1.7ｍ3 木 炭 ｔ １ｔ=7.407ｍ3

薪 等 ｔ １ｔ=1.282ｍ3
燃料材

再 生 木 材

改 良 木 材

枕 木

加工材

木 材
チップ

木 材
パルプ

林産物等の丸太換算率

木 材 製 品 名

集 成 材

構 造 用 集 成 材

セルラーウッドパネルブ ロ ッ ク ボ ー ド

薄 板 ・ 単 板

合　　　　　　　　　　板

木 材 製 品 名

製材品
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主な関係調査（報告書）の概要

2000年世界農林業センサス（農林業センサス） 農林水産省統計部 調査周期：５年毎

目 的：我が国農林業の基本構造の現状と動向を明らかにし、農林業施策の推進に必要な基
礎的かつ総合的な統計資料を整備すること

対 象：林家、林家以外の林業事業体、林業サービス事業体並びに市区町村等

調査事項：林業事業体調査（平成12年２月１日現在）

林家の世帯員、保有山林、経営の状態、林家以外の林業事業体の経営の態様等
林業地域調査（平成12年８月１日現在）

市区町村の林業生産に係る資源量、森林の公益的利用状況等

2005年農林業センサス（農林業センサス） 農林水産省統計部 調査周期：５年毎

目 的：農林業の基本的構造を経営体を基礎として的確に把握するため、形態別の事業体調

査を統合し、農林業経営体調査に再編

農山村地域における農地、森林等の資源を一体的に把握するため、農業と林業に分

かれていた地域に係る調査を統合し、農山村地域調査に再編。林業及び地域に係る
調査は10年周期を５年周期で実施

(1) 農林業経営体調査

対 象：保有山林が３ha以上であり、かつ2005年を計画期間に含む森林施業計画を作成
（林 業） しているもの又は過去５年間に林業作業を行ったもの、若しくは委託を受けて

育林、素材生産（過去１年間200㎥以上）を行うものに該当する林業経営体

調査事項：山林の保有、労働力、林産物の生産・販売、林業作業、林業作業の受託等

備 考：調査結果には、東京都三宅村の数値は含まれていない。
(2) 農山村地域調査

対 象：全国の市区町村及び農業集落（全域が市街化区域に含まれる農業集落を除く。）

調査事項：経営の態様、森林の状況、上・下流の協力による森林整備の目的別市町村数と面積

等

備 考：調査結果には、東京都三宅村の数値は含まれていない。

2010年世界農林業センサス（農林業センサス） 農林水産省統計部 調査周期：５年毎

目 的：農林業構造統計を作成し、食料・農業・農村基本計画及び森林・林業基本計画に基
づく諸施策並びに農林業に関する諸統計調査に必要な資料を整備するとともに、国

際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）の提唱する2010年農業センサスのための世界計画の

趣旨に従い、各国農林業の比較において我が国農林業の実態を明らかにすること
○農林業経営体調査

対 象：保有山林が３ha以上であり、かつ2010年を計画期間に含む森林施業計画を作成し

（林 業） ているもの又は過去５年間に林業作業を行ったもの、若しくは委託を受けて育林、

素材生産（過去１年間200㎥以上）を行うものに該当する林業経営体
調査事項：山林の保有、労働力、林産物の生産・販売、林業作業、林業作業の受託等

2015年農林業センサス（農林業センサス） 農林水産省統計部 調査周期：５年毎

目 的：農林業構造統計を作成し、食料・農業・農村基本計画及び森林・林業基本計画に基
づく諸施策並びに農林業に関する諸統計調査に必要な基礎資料を整備すること

○農林業経営体調査

対 象：保有山林が３ha以上であり、かつ2015年を計画期間に含む森林経営計画若しくは

（林 業） 森林施業計画を作成しているもの又は過去５年間に林業作業を行ったもの、若し
くは委託を受けて育林、素材生産（過去１年間200㎥以上）を行うものに該当する

林業経営体

調査事項：山林の保有、労働力、林産物の生産・販売、林業作業、林業作業の受託等
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木材需給報告書（木材統計調査、木材流通統計調査） 農林水産省統計部 調査周期：毎年

目 的：素材生産並びに木材製品の生産及び出荷等に関する動向、木材の価格水準及びその

変動並びに木材の流通構造を明らかにすること
対 象：製材工場、木材チップ工場、合単板工場

木材価格については木材市売市場、木材センター及び木材販売業者のうち卸売業者

調査事項：各工場における素材入荷量、製品出荷量、木材価格等

木材流通構造調査報告書 農林水産省統計部 調査周期：５年毎

目 的：木材の入荷（仕入）先別入荷（仕入）量、出荷先別出荷量等の把握を行い、木材流

通構造改善施策等の推進のための資料を作成すること
対 象：製材工場、合単板工場、ＬＶＬ工場、プレカット工場、集成材工場（ＣＬＴを製造

する工場を含む。）、木材流通業者（木材市売市場、木材販売業者）及び木材チップ

工場
調査事項：事業所数、入荷先別入荷量、出荷先別出荷量等

生産林業所得統計報告書 農林水産省統計部 調査周期：毎年

目 的：林業生産活動によって生み出された産出額及び生産林業所得（付加価値）を推計し

施策に必要な資料を作成すること
対 象：木材生産、薪炭生産、栽培きのこ類、林野副産物採取

推計方法：各々の林産物生産量に価格を乗じて産出額を推計、これに林業経営統計調査等から

得られる所得率を乗じて生産林業所得を推計

林業経営統計調査報告 農林水産省統計部 調査周期：５年毎

(1) 林業経営統計

目 的：林家の林業経営収支等を把握し施策に必要な資料を作成すること
対 象：保有山林面積が50ha以上で林木に係る施業を行っている林家、又は保有山林面積が

20ha以上50ha未満で、過去１年間の林木に係る施業労働日数が30日以上の林家

調査事項：労働力の状況及び林業労働投下量、林業用資産、林業経営収支等

(2) 栽培きのこ経営統計 ※平成25年度以降は栽培きのこ経営統計の作成を廃止した。

目 的：栽培きのこ経営体の経営収支等を把握し施策に必要な資料を作成することを目的

対 象：生しいたけ（原木、菌床栽培）、乾燥しいたけ（原木栽培）、えのきたけ、ぶなしめ
じ、まいたけ及びなめこのいずれかを生産し、その栽培きのこの過去１年間の販売

額が50万円以上の経営体

調査事項：労働力の状況、労働投下量、生産量、経営収支等

農地の移動と転用（農地の権利移動・借賃等調査） 農林水産省経営局 調査周期：毎年

目 的：全国の農地等の権利移動及び転用の状況について調査、分析を行い、農地移動等の

実態を明らかにし、構造施策の推進に資すること
対 象：農地法及び農業経営基盤強化促進法に基づき、権利の設定・移動がされた農地等、

賃借が終了した農地等及び転用された農地等

調査事項：農地法及び農業経営基盤強化促進法に基づく、許可・届出等に係る農地等の耕作目
的の権利移動、農地等の転用の状況等

注：平成21年までは「土地管理情報収集分析調査」
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森林組合統計（森林組合一斉調査） 林野庁経営課 調査周期：毎年度

目 的：全国の森林組合及び生産森林組合の組織、財務及び事業全般にわたる実態を把握し、

諸施策の基礎資料を得ること
対 象：毎年度末現在において設立されている全ての森林組合等

調査事項：組織・執行体制、財務、事業等

特用林産基礎資料（特用林産物生産統計調査） 林野庁経営課 調査周期：毎年

目 的：特用林産物の需給の変動等の実態を把握し、需給の安定等に関する施策の基礎資料

とすることにより、特用林産物の需給の安定及び特用林産物に係る林業者、流通加

工業者等の経営の指針に供すること
対 象：特用林産物を生産している生産者

調査事項：きのこ類、樹実類、山菜類、木炭等、その他の特用林産物の生産量等

木質バイオマスエネルギー利用動向調査 林野庁木材利用課 調査周期：毎年

目 的：木質バイオマスエネルギーの動向を把握し、木質バイオマスエネルギーを利用した

発電施設等における木材利用の推進、木材の安定供給、地域振興など森林・林業施

策の推進に資するとともに、木材需給表や森林・林業基本計画等の基礎資料として
活用すること

対 象：木質バイオマスエネルギーを利用した発電機及びボイラーを有する事業所

調査事項：事業所の概要、木質バイオマスエネルギーを利用した発電機及びボイラーの利用動
向、公的補助の活用状況等

国有林野事業統計書 林野庁経営企画課 調査周期：毎年度

目 的：国有林野の現況及び事業の進行状況を明らかにすること
対 象：国有林野管理経営規程第23条に基づいて、森林管理局事業統計を編纂

調査事項：都道府県並びに森林管理局別の国有林野の現況等

木材需給表 林野庁企画課 調査周期：毎年

目 的：我が国の木材需要（供給）の状況を明らかにすること

対 象：用材（製材品やパルプ・チップ等に用いられる木材）、しいたけ原木及び燃料材

調査事項：木材の需要量（国内消費と輸出）、供給量（国内生産と輸入）を他統計等から積算

森林づくり活動についての
林野庁森林利用課 調査周期：３年毎

実態調査集計結果

目 的：森林ボランティア団体の活動状況を把握し、今後の施策の参考とすること

対 象：植付、下刈り、除伐、間伐、枝打ちなどの作業（森林づくり活動）を自発的に行う
団体（森林ボランティア団体）

調査事項：団体の概要、森林づくり活動の内容等

（平成21年までは「森林づくり活動についてのアンケート調査」）



( 5 )

貿易統計 財務省 調査周期：毎年、毎月

目 的：貿易の実態を正確に把握し各国の外国貿易との比較を容易にすることにより、国及

び公共機関の経済政策並びに私企業の経済活動の資料に資すること
対 象：日本から輸出し、又は日本へ輸入された貨物

調査事項：税関を通過の際に提出された資料に基づいて数量、価格等を作成。価格は、原則と

して輸出はＦＯＢ（輸出港における本船甲板渡し価格）価格、輸入はＣＩＦ（輸入
港における運賃、保険料込み価格）価格によっている。

法人企業統計年報（法人企業統計調査） 財務省 調査周期：毎年度、四半期毎

目 的：我が国における法人の企業活動の実態を明らかにすること

対 象：営利法人等（本邦に本店を有する合名会社、合資会社、合同会社及び株式会社並び
に本邦に主たる事務所を有する信用金庫、信用金庫連合会、信用協同組合、信用協

同組合連合会、労働金庫、労働金庫連合会、農林中央金庫、信用農業協同組合連合

会、信用漁業協同組合連合会、信用水産加工業協同組合連合会、生命保険相互会社
及び損害保険相互会社）

調査事項：資産、負債、資本、売上高、付加価値額等

建築統計年報（建築動態統計調査） 国土交通省 調査周期：毎年、毎月

目 的：全国の建築物の動態を明らかにし、建築及び住宅に関する基礎資料を得ること

対 象：建築基準法第15条第１項及び第３項により、建築主及び除却工事施工者等から都道

府県知事に届け出、報告があったものを調査（10㎡以下の建築物は対象外）
調査事項：建築物着工統計、住宅着工統計、補正調査、建築物除却統計、建築物災害統計にお

いて、構造、床面積等を調査

（構造区分は、主要構造部（壁、柱、床、はり、屋根又は階段（建築基準法第２条

第５号）の材質により区分）

建築物リフォーム・リニューアル調査 国土交通省 調査周期：上半期（4月～9

月）、下半期（10月～3月）

目 的：建築物リフォーム・リニューアル工事の動態（受注ベース）および工事内容を把握

し，建設投資推計の精度向上及び建設施策に資すること

対 象：建設工事施工統計調査において、住宅に係る建築工事・建築設備工事の実績のある

建設業許可業者のうち対象業種の2000業者及び非住宅建築物に係る建築工事・建築
設備工事の実績のある建設業許可業者のうち、対象業種の3000業者

調査事項：企業の概要、元請受注高及び個別工事の内容（各月の最初に受注した工事2件の個別

工事内容(工事名，施工地，工事部分の主な用途，用途変更の有無，主な構造，建築
年，工事目的，工事部位，発注者，工期，受注金額））

法人土地基本調査 国土交通省 調査周期：５年毎

目 的：我が国の法人の土地の所有及び利用の状況を明らかにすることにより、総合的な土
地施策のために必要な基礎資料を得ること

対 象：国及び地方公共団体以外の法人で、本邦に本所、本社又は本店を有するもののうち、

資本金１億円以上の全ての会社及び、資本金１億円未満の会社及び会社以外の法人
のうち国土交通大臣が定める方法により選定した約49万法人

調査事項：所有土地の有無別、土地の種類別法人数等
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公共工事設計労務単価（基準額） 国土交通省 決定年：毎年度

目 的：公共工事の工事費の積算に用いる設計労務単価を定めること

調査事項：農林水産省及び国土交通省所管の直轄・補助事業等の調査対象工事に従事する建設
労働者等（51職種）への賃金の支払い状況

港湾統計年報（港湾調査） 国土交通省 調査周期：毎年、毎月

目 的：港湾の実態を明らかにし、港湾の開発、利用及び管理に資すること
対 象：港湾調査規則（昭和26年運輸省令第13号）において規定する港湾

調査事項：入港船舶、海上出入貨物等

生産動態統計年報（資源・窯業・建材統計編） 経済産業省 調査周期：毎年、毎月

目 的：鉱工業生産の動態を明らかにし、鉱工業に関する施策の基礎資料を得ること

対 象：窯業・建材製品の事業所

調査事項：生産、受入、消費、出荷、在庫、月末常用従業者等

生産動態統計年報
経済産業省 調査周期：毎年、毎月

（紙・印刷・プラスチック・ゴム製品統計編）

目 的：鉱工業生産の動態を明らかにし、鉱工業に関する施策の基礎資料を得ること

対 象：パルプ、紙、板紙、段ボール、印刷、プラスチック製品、ゴム製品を生産する事業所

調査事項：パルプ等の生産、受入、出荷、在庫、月末常用従業者等

毎月勤労統計調査年報 厚生労働省 調査周期：毎年、毎月

目 的：我が国の雇用労働者の賃金、労働時間及び雇用の変動を明らかにすること
対 象：日本標準産業分類に基づく16大産業（農林業を除く）に属する事業所であって常用

労働者を雇用するもののうち、常時5人以上を雇用する事業所

調査事項：賃金指数、常用雇用指数、給与額、労働時間、出勤日数、雇用等

雇用保険事業年報 厚生労働省 調査周期：毎年度

概 要：雇用保険の適用・給付の状況について取りまとめている。適用面では、産業別・性

別・年齢別の適用事業所数・被保険者数・資格喪失者数など、給付面では、一般求

職者給付の初回受給者数・受給者実人員・給付額などを掲載している。

労働力調査年報 総務省 調査周期：毎年、毎月

目 的：国民の就業状態の月別変化を明らかにすること

対 象：国勢調査調査区から抽出した約４万世帯における満15歳以上の世帯員（約10万人）
調査事項：毎月末一週間の産業・職業別就業者数等

学校基本調査報告書 文部科学省 調査周期：毎年度

目 的：学校に関する基本的事項を調査し、学校教育行政上の基礎資料を得ること

対 象：学校教育法に規定する学校等
調査事項：学校数、在学者数、教職員数、学校施設、学校経費、卒業後の進路状況等
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住宅・土地統計調査 総務省 調査周期：５年毎

目 的：住宅及び住宅以外で人が居住する建物に関する実態並びに現住居以外の住宅及び土

地の保有状況その他の住宅等に居住している世帯に関する実態を調査し、その現状
と推移を全国及び地域別に明らかにすることにより、住生活関連諸施策の基礎資料

を得ること

対 象：国勢調査調査区から抽出した住宅及び住宅以外で人が居住する建物並びにこれらに
居住している世帯。ただし、外国の大使館、拘置所、自衛隊の営舎等は除く。

調査事項：住宅等に関する事項（居住室の数及び広さ、所有関係、敷地の面積・所有関係）、住

宅に関する事項（構造、階数、建て方、種類、建築時期、床面積、建築面積等）等

農作業料金・農業労賃に関する調査結果 全国農業会議所 調査周期：毎年

目 的：農村の臨時雇賃金、農作業料金ならびに農村周辺の他産業労賃などの実態を地域別

に把握し、これら諸事業・活動に資すること
対 象：平成15年12月31日時点における全市町村地区（3,176地区）。合併市町村は、農村的

特性を代表する旧市町村一つを対象

調査事項：農作業別・受託主体別の料金水準、オペレーター賃金、農業臨時雇の賃金水準、受

託・臨時雇賃金等の協定料金等

企業物価指数 日本銀行 調査月：毎年、毎月

目 的：企業間で取引される財に関する価格の集約を通じて、財の需給動向を把握し、景気
動向、金融政策を判断するための材料を提供すること

対 象：調査対象は企業間で取引される財の価格であり、調査価格数（2012年4月時点）は、

国内企業物価指数5,977品目、輸出物価指数1,277品目及び輸入物価指数1,538品目

山林素地及び山元立木価格調 一般財団法人日本不動産研究所 調査周期：毎年

目 的：山林素地価格、山元立木価格の全国的な動向を把握し、山林素地価格並びに山元立

木価格に関する資料を整備すること
対 象：各都道府県で林業事情を最もよく反映していると認められる市町村

調査事項：山林素地価格、山元立木価格等

Forest Resources Assessment 2015
ＦＡＯ（国際連合食糧農業機関） 報告年：５年毎

（2015世界森林資源評価）

目 的：世界の森林の現状及び変化の状況についてとりまとめること

対 象：世界各国

調査事項：森林・林業関係の統計

Yearbook of Forest Products ＦＡＯ（国際連合食糧農業機関） 調査周期：毎年

目 的：世界の林業、林産物の状況を明らかにすること

対 象：世界各国

調査事項：林業、林産物関係の統計
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